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11日・建回記念の日

2月 の税務と労務
税/平成22年分所得税の確定

申告  2月 16日 ～3月 15日

(還付申告は申告期間前で

も受け付けられます)

税/贈与税の申告
2月 1日 ～3月 15日

税/1月 分源泉所得税の納付

2月 10日

税/12月 決算法人の確定申告

(法人税・消費税等)2月 28日

国 税/6月 決算法人の中間申告
2月 28日

国 税/3月 、6月 、9月 決算法人の
消費税等の中間申告

(年 3回の場合) 2月 28日

国 税/決算期の定めのない人格
なき社団等の法人税の確定

申告及び納付  2月 28日
地方税/固定資産税の第 4期 分の

納付

市町村の条例で定める日
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ワンポイント Ⅷ税条約に基づく情報交換

海タト取引企業等に対する二重課税を回避する一方、脱税の防止

を図るために、 2国間で締結する協定が租税条約。昨年11月 には

香港との間で協定を締結しています。国税庁によると、日本の税

務当局が平成21年 4月 ～22年 3月 までの1年 間に行った租税条約に

基づく税務情報の交換件数は50万件にのばっています。

ャー施設禾u用料と税務

会社がレジャークラブ (宿泊施設や遊戯

施設などを会員に利用させることを目的と

するクラブ)に入会 して、その施設を利用
する目的は、得意先の接待、従業員の福利

厚生など様々で、利用の仕方によって税務

上の取り扱いが異なります。会社がレジャ

ークラブの入会金、年会費その他の費用を

支出した場合、次のように取り扱われます。

会社が会員として入会 した場合には、入

会金は資産として計上されますが、役員や

従業員を会社の業務とは関係ない個人会員

として入会させた場合には、入会金は役員

や従業員の給与所得とされます。

なお、レジャークラブに法人会員制度が

ないため、役員などを個人会員として入会

させた場合で、入会が法人の業務遂行上必

要と認められ、かつ入会金を会社が資産に

計上 しているときは、給与所得にはなりま

せん。

法人が資産に計上 した入会金について

は、原則として償却は認められません。

しかし、その会員としての有効期間が定

められており、かつ、その脱退に際して入

会金相当額の返還を受けることができない

レジャークラブに対 して支出する入会金

(役員又は従業員に対する給与とされるも

のを除く。)に ついては、繰延資産として
償却することができます。

入会金の支出が給与所得とされた会員の

年会費を会社が支出すると、会員である役

員や従業員の給与所得とされます。入会金

が資産計上された場合の年会費は、その使

途に応じて交際費、福利厚生費、給与とな

ります。

ブレー代など施設利用に直接要する費用

で特定の役員又は従業員が負担すべきもの

を会社が支払ったときは、利用 した役員や

従業員の給与所得とされます。ただし、費

用が、得意先の接待など会社の業務遂行上

必要な場合には、会社の交際費となり、給

与所得とはみなされません。

得
意
先
の
役
員
、
従
業
員
個
人
向
け
リ
ベ
ー
ト
は
交
際
費

リ
ベ
ー
ト
は

「売
上
割
戻
し
」
や

「
販
売
奨
励
金
」
と
も
言
わ
れ
て
お

り
、
下
記
の
い
ず
れ
か
に
よ
り
、
得

意
先
で
あ
る
事
業
者
に
対
し
て
金
銭

で
支
出
す
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
交
際

費
に
は
該
当
し
ま
せ
ん
。

①
　
士冗
上
高
若
し
く
は
売
掛
金
の
回

収
高
に
比
例
し
て
支
出
す
る
費
用

②
　
士冗
上
高
の

一
定
額
ご
と
に
支
出

す
る
費
用

③
　
得
意
先
の
営
業
地
域
の
特
殊
事

情
や
協
力
度
合

い
等
を
勘
案
し
て

支
出
す
る
費
用

な
お
、
取
引
先
の
役
員
や
従
業
員

個
人
に
対
し
て
支
出
す
る
場
合
は
交

際
費
に
該
当
し
ま
す
。

ま
た
、
物
品
の
交
付
な
ど
は
交
付

基
準
が
販
売
実
績
な
ど
に
応
じ
る
も

の
で
あ

っ
て
も
、
原
則
と
し
て
交
際

費
に
該
当
し
ま
す
。

相続税の物納は

国債・不動産等を優先

相続税は一定の期限までに金銭で一時

に納付することを原則としています。

しかし、延納でも金銭による納付が困

難な場合には、納期限等までに納税者が

物納手続関係書類を添えて、申請書を提

出することで、納付を困難とする金額を

限度として物納が認められます。

物納財産は、課税価格の計算の基礎と

なった次に掲げる財産及び順位で、管理

処分不適格財産に該当しないものでなけ

ればなりません。

① 国債、地方債、不動産、船舶
② 社債、株式、証券投資信託または貸
付信託の受益証券

③ 動産
なお、②の順位以下の財産は、先順位

の財産のうちに適当なものがない場合な

どに限り物納に充てることになります。
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砒
二
十
二
年
分

確
定
申
告
の
ポ
イ
ン

本
年
も
所
得
税
の
確
定
申
告
の
時

期
と
な
り
ま
し
た
。
退
付
申
告
に
つ

い
て
は
既
に

一
月
か
ら
始
ま

っ
て
い

ま
す
が
、
納
付
額
の
あ
る
人
に
つ
い

て
は
、
二
月
十
六
日
か
ら
三
月
十
五

日
ま
で
と
な
り
ま
す
。

以
下
、
平
成
二
十
二
年
分
確
定
申

告
の
ポ
イ
ン
ト
を
整
理
し
て
み
ま
す
。

１
一
確
定
申
告
の
対
象
者

★
確
定
申
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
人

（主
な
例
）

①
　
個
人
で
事
業
を
行

っ
て
お
り
納

税
額
が
あ
る

②
　
不
動
産
収
入
が
あ
り
納
税
額
が

あ
る

③
　
給
与
が
年
間

二
千
万
円
を
超
え

る

1,950,000円

3,300,000

6,950,000

9,000,000

18,000,000

1,950,000円

3,300,000

6,950,000

9,000,000

18,000,000

(A)× 5%
(A)× 10%-97,500 円
(A)× 20%-427,500

(A)× 23%-636,000

(A)× 33%-11536,000

(A)× 40%-2,796,000

(平成22年分用)

④
　
一
一か
所
以
上
か
ら
給
与
を
も
ら

っ
て

い
る

⑤
　
同
族
会
社

の
役
員
等
で
、
そ
の

会
社
に
不
動
産
や
事
業
資
金
を
貸

し
付
け
、
使
用
料

・
利
息
等
を
受

け
取

っ
て
い
る

⑥
　
平
成
二
十
二
年
中
に
土
地
等

の

譲
渡
が
あ

っ
た

⑦
　
給
与
所
得
者
で
給
与
以
外

の
所

得
金
額
が
二
〇
万
円
を
超
え
る

★
所
得
税
の
還
付
を
受
け
ら
れ
る
人

（主
な
例
）

雑
損
控
除
、
医
療
費
控
除
、
寄
附

金
控
除
、
配
当
控
除
、
住
宅

ロ
ー
ン

控
除
を
受
け
る
人

生
錦
蛙艶
絲
分

主
な
も
の
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

ｍ
　
生
命
保
険
金
の
二
重
課
税
分
の

還
付
相
続
に
よ
り
取
得
し
た
保
険
年
金

の
受
給
者
が
受
給
す
る
年
金
の
う
ち
、

相
続
税

の
課
税
対
象
と
な

っ
た
部
分

に
つ
い
て
は
、
所
得
税

の
課
税
対
象

に
し
な

い
と
す
る
取
扱

い
の
変
更
が

昨
年
行
わ
れ
ま
し
た
。

こ
れ
に
該
当
す
る
人
は
、
確
定
申

告
又
は
更
正
の
請
求
を
す
る
こ
と
に

よ
り
、
所
得
税
が
還
付
さ
れ
る
場
合

が
あ
り
ま
す
。
対
象
と
な
る
の
は
、

平
成
十
七
年
分
以
後
に
支
払

い
を
受

け
た
保
険
年
金
と
な
り
ま
す
が
、
期

限
が
あ
り
ま
す
の
で
ご
注
意
下
さ
い
。

閉
　
寄
附
金
控
除

寄
附
金
控
除
の
適
用
下
限
額
が
二

千
円

（改
正
前
五
千
円
）
に
引
き
下

げ
ら
れ
ま
し
た
。

倒
　
住
宅
ロ
ー
ン
控
除

住
宅
の
取
得
等
を
し
て
平
成
二
十

二
年
中
に
居
住
し
た
場
合
の
住
宅

ロ

ー
ン
控
除
は
、　
一
般
住
宅

の
場
合
、

控
除
期
間

一
〇
年
、
住
宅
借
入
金
等

の
年
末
残
高

の
限
度
額
五
千
万
円
、

控
除
率

一
％
で
す
。
長
期
優
良
住
宅

に
つ
い
て
は
、
控
除
期
間
、
住
宅
借

入
金
等

の
年
末
戎
高
の
限
度
額
は

一

般
住
宅
と
同
じ
で
す
が
、
控
除
率
は

一
・
二
％
と
な

っ
て
い
ま
す
。

側
　
△
７
年
の
申
告
に
は
影
響
し
な

い

改
正
年
少
扶
養
親
族

（扶
養
親
族

の
う

ち
年
齢

一
六
歳
未
満
の
者
）
に
係
る

扶
養
控
除
等
が
廃
止
さ
れ
ま
す
が
、

適
用
は
平
成
二
十
三
年
分
か
ら
と
な

り
ま
す
の
で
、
平
成
二
十
二
年
分
は

従
来
ど
お
り
控
除
で
き
ま
す
。

ま
た
、
生
命
保
険
料
控
除
制
度
が

改
組
さ
れ
、
従
来
の

一
般
生
命
保
険

料
控
除
、
個
人
年
金
保
険
料
控
除
に

加
え
介
護
医
療
保
険
料
控
除
が
新
設

さ
れ
て
、
適
用
限
度
額
が
各
四
万
円

と
な
り
ま
す
が
、
適
用
は
平
成
二
十

四
年
分
か
ら
で
、
そ
れ
ま
で
は
従
来

の
取
扱
い
に
よ
り
ま
す
。

区分 項 目 チェックの内容

所
得
金
額

上 通

営業・農業。その他の事業・不動産所得等については、収支内訳書の添付が必要です。

給与所得等の源泉徴収票は、原本が添付されていますか。

還付申告書を提出する場合は、給与所得以外の所得カセ0万円以下であっても、含めて申告します。

損益通算のできる損失は、不動産・事業・譲渡 (注 )・山林所得です。

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

医  療  費

補てん金は、未収であっても、見積
')に
より控除します。

差引負担額から10万円(又は所得金額の5%か、いずれか少ない金額)を、差し引いてありますか。

領収書の添付または提示がされていますか。

寄  付  金 領収書、証明書等の添付がされていますか。

特定扶養親族
扶養親族のうち、年齢16歳以上23歳未満の人 (日召和6312～平成711生まれ)で、控除額は63

万円です。

寡  婦 (夫 )

(1)寡婦 ①死別・離婚……扶養親族又は一定の生計を―にする子があれば、所得制限なし。

②死別………… 合計所得金額が500万円以下。

③特別の寡婦……扶養親族である子を有し、かつ合計所得金額が500万円以下。

(2)寡夫 死別・離婚とも一定の生計を―にする子があり、かつ合計所得金額が500万円以下。

配偶者特別控除
合計所得金額が1,00o万 円超なのに適用していませんか。

控除金額は、最高38万円です。

税
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

配 当 控 除
対象となる配当所得は、剰余金の配当等です。

控除額は、課税総所得金額1,000万円以下は10%、それを超える部分は5%になります。

住宅□―ン控除

申告書の住宅借入金 (取得)等特別控除欄の「居住年月日」等は、すべて記入がありますか。

添付書類の不足はないですか。

(1)新築。中古家屋の場合

①家屋 (土地)の登記簿謄本又は抄本

②請負契約書又は売買契約書の写し

③住民票

④住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書

⑤昭和56年以前の中古住宅(平成17年 4月以後取得分に限る)は、耐震基準を満たしたことの証

明書

(2)増改築等をした家屋の場合

上記(1)の各種の書類の他に「建築確認の通知書の写し」若しくは「検査済証の写し」又は、

「増改築等工事証明書」

そ
の
他

源泉徴収税額 未払いの源泉所得税額も含めて記載します。

申 告 納 税 額 黒字の金額は、100円未満の端数は切り捨て。

予 定 納 税 額 第一期。第二期とも、未納があっても記載して下さい

(注)一定の居住用財産以外の土地 建物等を除く。

■確定申告書チェック表

2月 号 ――-23-―-2月 号


